
平成 29 年５月 31 日 

裁判官訴追委員会事務局 

 

 

裁判官訴追委員会事務局特定事業主行動計画の実施状況について 

 
 

次世代育成支援対策推進法第１９条５項及び女性の職業生活における活躍の推

進に関する法律第１５条６項に基づき、裁判官訴追委員会事務局特定事業主行動

計画の平成２８年度の実施状況について、以下のとおり公表します。 
 
○男性職員の子育て目的の休暇用の取得促進、育児休業等の取得促進 

 平成２８年度において、取得可能となる対象者がいませんでした。 
 今後、対象者が出てきた場合は、男性が育児参加できる職場環境の醸成に努め 
てまいります。 
 
○年次休暇及び看護休暇の取得促進 

［年次休暇］ 

 年次休暇の年間平均取得日数は１５．２日であり、対前年比では、３．２日増

加しました（平成２７年度は１２．０日）。 
 定例会議の場などを通じて、管理職からゴールデンウィークや夏季期間におけ

る連続休暇取得の奨励を行いました。また、平成２９年２月よりプレミアム・フ

ライデーを導入しています。 
 その他、年次休暇取得予定表を作成し、職員相互間でその情報を共有すること

により、職員相互の休暇取得状況や業務の繁閑を確認できるようにしており、休

暇を取得しやすい環境を整備しています。引き続き、年次休暇の取得促進に努め

ていきます。 
［看護休暇］ 

 子どもの看護休暇における対象者の取得率は１００％でした。 
引き続き、希望者が確実に取得できるよう周知し、休暇取得に関する理解の促 

進に努めていきます。 
 


